
第４次春日部市行政改革大綱の見直しについて

１ 行政改革大綱の見直しについて

第４次春日部市行政改革大綱は、令和５年度から令和９年度までの５年間を

推進期間とし、この推進期間内において、必要に応じ取組項目を見直すものと

しています。

また、本大綱は、社会情勢や市民ニーズの変化に柔軟に対応していくため、

新たな取組を追加できるようにしています。

同様に、取組を進めている項目についても、課題を的確に捉え、実施内容や

目標を柔軟に見直していく必要があります。

このことから、推進期間の中間年となる令和７年度において、取組項目の見

直しを実施するものです。

２ 見直しの対象

第４次春日部市行政改革大綱の 15 の「取組項目」の内容を見直します。

３ 見直しの方針

令和６年度時点での目標値の達成状況等を踏まえ、取組項目（目標）として

より相応しいものへと見直します。

４ 見直しのスケジュール
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第４次行政改革大綱見直し内容の一覧
見直し内容 担当課 備考

1 自主財源の確保 ― 行政デジタル改革課

2 市税収納率の向上 ― 市民税課・資産税課・収納管理課

3 適切かつ効果的な補助金の支出 ― 行政デジタル改革課・財政課

4 公用車の効率的な運用 ― 管財課

5 エネルギー使用量の抑制 ― 環境政策課

6 公共施設マネジメントの推進 ― 公共施設事業調整課

7 行政文書のペーパーレス化の促進 目標値 総務課

8 行政手続のオンライン化の促進 目標内容及び目標値 行政デジタル改革課・情報システム課

9 マイナンバーカードの活用 ― 行政デジタル改革課

10 市税等の多様な納付方法の推進 目標値 収納管理課

11 事務改善の活性化 目標内容及び目標値 行政デジタル改革課

12 内部会議の見直し ― 行政デジタル改革課

13 デジタル新技術の活用による業務効率化 目標値 行政デジタル改革課

14 民間活力の導入による効果的な施設管理の実施 ― 行政デジタル改革課

15 ワーク・ライフ・バランスの実現 目標内容及び目標値 人事課

推　進　項　目 取　組　項　目

(1) 積極的な歳入増加

(2) 徹底した歳出削減

(3) 市民目線でのサービス向上

(4) スマートな業務の推進

(5) 職員及び組織の最適化
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 7 担当課 総務課

推進項目 徹底した歳出削減

取組 行政文書のペーパーレス化の促進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 47.0% 49.0% 52.0% 54.0% 56.0%

実績値 53.5% 59.4%
達成率 113.8% 121.2%

財政効果額(千円) 204 223

時間削減効果(時間)

見直しの要否 要

取組項目No. 7 担当課 総務課

推進項目 徹底した歳出削減

取組 行政文書のペーパーレス化の促進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 47.0% 49.0% 65.0% 70.0% 75.0%

実績値 53.5% 59.4%

達成率 113.8% 121.2%

財政効果額(千円) 204 223

時間削減効果(時間)

見直しの考え方
本市では、今までの取り組みに加え、令和７年度中に全職員にパソコンが配置され、電子決裁
の利用がさらに見込めるため、その状況を踏まえて目標値を上方修正いたしました。

現状と課題
膨大な行政文書の管理や手続きについては、事務処理の迅速化や情報の共有化など、更なる業務の
効率化と用紙類の使用削減を図る必要があります。

実施内容
電子決裁やペーパーレス会議など文書処理の電子化と紙文書削減の取組を一層進めることにより、
更なる業務効率化と用紙・印刷コストの削減を図ります。

目標 電子決裁実施率
現状値

(令和3年
度)

43.8%

見直しを図る理由 令和６年度時点で、令和９年度目標値を達成したため、数値目標の上方修正を行うものです。

現状と課題
膨大な行政文書の管理や手続きについては、事務処理の迅速化や情報の共有化など、更なる業務の
効率化と用紙類の使用削減を図る必要があります。

実施内容
電子決裁やペーパーレス会議など文書処理の電子化と紙文書削減の取組を一層進めることにより、
更なる業務効率化と用紙・印刷コストの削減を図ります。

目標 電子決裁実施率
現状値

(令和3年
度)

43.8%
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 8 担当課 行政デジタル改革課・情報システム課

推進項目 市民目線でのサービス向上

取組 行政手続のオンライン化の促進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 125件 145件 165件 185件 200件

実績値 231件 322件

達成率 184.8% 222.1%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

見直しの要否 要

取組項目No. 8 担当課 行政デジタル改革課・情報システム課

推進項目 市民目線でのサービス向上

取組 行政手続のオンライン化の促進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 － － 25,000件 25,500件 26,000件

実績値 － －

達成率 － －

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

見直しの考え方

市民が様々な行政手続きをオンラインで申請することができるよう、引き続き行政手続き
のオンライン申請項目数の増加に取り組んでまいりますが、今後は、利用件数を目標とす
ることで、実際に市民の利便性向上に繋がっているかを図る指標に見直しました。
また、目標値については、第２次春日部市総合振興計画後期基本計画の事業成果指標にお
ける令和９年度目標値を使用し、令和７年度、令和８年度は、令和６年度の実績を踏まえ
て段階的に上昇させる数値を設定しました。

現状と課題
情報通信技術の発達と様々な情報通信機器・サービスの急速な普及により、多種多様な行政手
続きにおける便利で利用者負担の少ないサービスの提供が求められています。

実施内容
水道使用開始届や一般家庭粗大ごみの収集の申込など、電子申請システムの利活用を進めるこ
とで、行政手続等における市民の利便性の向上を図ります。

目標 行政手続きのオンライン申請項目数
現状値

(令和3年
度)

104件

見直しを図る理由
令和６年度時点で、令和９年度目標値を達成したこと及び市民の利便性向上の観点から、
より効果的な目標とするため、目標と数値目標の修正を行うものです。（第２次春日部市
総合振興計画後期基本計画に係る進捗管理シートの目標と数値目標を使用）

現状と課題
情報通信技術の発達と様々な情報通信機器・サービスの急速な普及により、多種多様な行政手
続きにおける便利で利用者負担の少ないサービスの提供が求められています。

実施内容
水道使用開始届や一般家庭粗大ごみの収集の申込など、電子申請システムの利活用を進めるこ
とで、行政手続等における市民の利便性の向上を図ります。

目標 電子申請サービスの利用件数
現状値

(令和6年
度)

24,604件
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 10 担当課 収納管理課

推進項目 市民目線でのサービス向上

取組 市税等の多様な納付方法の推進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 27.9% 28.6% 29.2% 29.8% 30.5%

実績値 29.7% 31.5%

達成率 106.3% 110.1%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間) 442 564

見直しの要否 要

取組項目No. 10 担当課 収納管理課

推進項目 市民目線でのサービス向上

取組 市税等の多様な納付方法の推進

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 27.9% 28.6% 37.2% 39.6% 42.0%

実績値 29.7% 31.5%

達成率 106.3% 110.1%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間) 442 564

現状と課題
支払い方法の多様化に伴い、より多くの市民が利用しやすい納付環境を提供することに
より、市民の利便性向上を図る必要があります。

実施内容
キャッシュレス納付が可能なスマホ決済やクレジットカード等の納付環境を整備するとともに、適
切なＰＲを行い、キャッシュレス納付の促進を図ります。

目標 キャッシュレス納付割合
現状値

(令和3年
度)

26.7%

見直しを図る理由 令和６年度時点で、令和９年度目標値を達成したため、数値目標の上方修正を行うものです。

現状と課題
支払い方法の多様化に伴い、より多くの市民が利用しやすい納付環境を提供することに
より、市民の利便性向上を図る必要があります。

実施内容
キャッシュレス納付が可能なスマホ決済やクレジットカード等の納付環境を整備するとともに、適
切なＰＲを行い、キャッシュレス納付の促進を図ります。

目標 キャッシュレス納付割合
現状値

(令和3年
度)

26.7%

見直しの考え方

これまで、eL-TAXによる納付にあたっては、集計上の都合により窓口納付に計上していまし
たが、eL-TAXによる納付はキャッシュレス納付同様に、納税者の利便性向上に寄与している
ため、eL-TAXによる納付についてもキャッシュレス納付に含め、R7年度以降の目標値を算出
することといたします。R7年度以降の目標値算出のため、R5年度及びR6年度の実績値に、eL-
TAXによる納付を含めて算出すると、R5年度が32.4％、R6年度が34.8％、伸び率は+2.4％とな
りました。この結果から、各年度の目標値は、2.4％ずつの上昇を目指し上方修正しました。
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 11 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 事務改善の活性化

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 43件 65件 87件 109件 134件

実績値 18件 115件

達成率 41.9% 176.9%

財政効果額(千円) 436 113,427

時間削減効果(時間) 466 2,978

見直しの要否 要

取組項目No. 11 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 事務改善の活性化

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 － － 10.0% 20.0% 30.0%

実績値 － －

達成率 － －

財政効果額(千円) － －

時間削減効果(時間) － －

現状と課題
行政需要が増加する中、最少の経費で最大の効果を上げるため、職員の日常業務における計画
的・意識的な改善活動を推進する必要があります。

実施内容
事務の効率化や経費の削減に資する事務改善活動を全庁的に進めることにより、市民サービス
の更なる向上を図ります。

目標 事務改善取組件数
現状値

(令和3年
度)

21件

見直しを図る理由
急速にデジタル技術が進歩する中、事務改善についてもデジタル技術を活用したより効果
的な目標の設定が必要と考え、新たな目標に更新する。

現状と課題
行政需要が増加する中、最少の経費で最大の効果を上げるため、職員の日常業務における計画
的・意識的な改善活動を推進する必要があります。

実施内容
事務の効率化や経費の削減に資する事務改善活動を全庁的に進めることにより、市民サービス
の更なる向上を図ります。

目標 生成ＡＩの利用率
現状値

(令和6年度)
－

見直しの考え方

デジタル技術が進歩する中、生成ＡＩを活用し事務改善に取り組む自治体が増えていま
す。そのため、本市においても生成ＡＩを積極的に活用することで事務の効率化に繋げて
いくため、目標を見直しました。
また、デジタル庁における週あたりの利用率(令和７年５月～７月)約30％を目指すことと
し、各年度の目標値を設定しました。
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 13 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 デジタル新技術の活用による業務効率化

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 120件 140件 160件 180件 200件

実績値 218件 307件

達成率 181.7% 219.3%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間) 145 205

見直しの要否 要

取組項目No. 13 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 デジタル新技術の活用による業務効率化

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 120件 140件 350件 400件 450件

実績値 218件 307件

達成率 181.7% 219.3%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間) 145 205

現状と課題
人口減少が進む2040年頃には現在よりも更に少ない職員数での行政運営が必要となる可能性があ
り、限られた経営資源の中で、持続可能な行政サービスを提供し続けていくことが求められてい
ます。

実施内容
デジタル新技術を活用することで住民の利便性を向上させるとともに、定型的な業務の負荷軽
減、効率化を図ることで、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げてまいります。

目標 デジタル新技術を活用した取組の利用件数
現状値

(令和3年
度)

63件

見直しを図る理由
令和６年度時点で、令和９年度目標値を達成したため、数値目標の上方修正を行うもので
す。

現状と課題
人口減少が進む2040年頃には現在よりも更に少ない職員数での行政運営が必要となる可能性があ
り、限られた経営資源の中で、持続可能な行政サービスを提供し続けていくことが求められてい
ます。

実施内容
デジタル新技術を活用することで住民の利便性を向上させるとともに、定型的な業務の負荷軽
減、効率化を図ることで、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げてまいります。

目標 デジタル新技術を活用した取組の利用件数
現状値

(令和3年
度)

63件

見直しの考え方
令和９年度までに、附属機関の会議と内部会議の開催件数（令和６年度実績値）のおよそ
８割の会議の議事録作成に、音声議事録作成システムが活用されることを目標に設定しま
した。
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取組項目見直しシート

１　取組項目（見直し前）

２．見直しの要否

３見直し内容

取組項目No. 15 担当課 人事課

推進項目 職員及び組織の最適化

取組 ワーク・ライフ・バランスの実現

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 25.0% 26.5% 28.0% 29.0% 30.0%

実績値 36.6% 52.4%

達成率 146.4% 197.7%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

見直しの要否 要

取組項目No. 15 担当課 人事課

推進項目 職員及び組織の最適化

取組 ワーク・ライフ・バランスの実現

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 － － 55.0% 62.5% 70.0%

実績値 － －

達成率 － －

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

現状と課題
ライフステージに応じた多様な生き方の実現が求められており、働き方の見直しに向けた取組
をより一層推進する必要があります。

実施内容 長時間労働の是正や休暇取得の促進など、仕事と生活の調和が図れる環境整備を進めます。

目標 男性の育児休業取得率
現状値

(令和3年
度)

23.5%

見直しを図る理由

令和６年度時点で、令和９年度目標値を達成しているため、第３次春日部市特定事業主行
動計画（前期計画）（令和７年度～令和11年度）にて目標としている、「育児休業の取得
が可能となった男性職員のうち、２週間以上取得する者の割合」を新たな目標として設定
するものです。

現状と課題
ライフステージに応じた多様な生き方の実現が求められており、働き方の見直しに向けた取組
をより一層推進する必要があります。

実施内容 長時間労働の是正や休暇取得の促進など、仕事と生活の調和が図れる環境整備を進めます。

目標
育児休業の取得が可能となった男性職員のうち、２週間以上取得
する者の割合

現状値
(令和6年

度)
47.6%

見直しの考え方

男性の育児休業取得率が順調に上昇しており、今後は取得期間も含めた進捗管理を行うた
め、第３次春日部市特定事業主行動計画前期計画において設定している目標を使用しま
す。
また、目標値は、当計画において設定している令和11年度の目標値85%の達成を目指し、
令和７年度から令和９年度まで段階的に上昇させる数値を設定しました。
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 1 担当課 行政デジ タ ル改革課

推進項目 積極的な歳入増加

取組 自主財源の確保

目標 市税以外の自主財源収入額 現状値
( 令和3年度)

51, 754千円

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 107, 000千円 157, 000千円 207, 000千円 257, 000千円 308, 000千円

実績値 133, 303千円 153, 053千円

達成率 124. 6% 97. 5%

財政効果額( 千円) 94, 051 98, 789

時間削減効果( 時間)

今後の方向性 拡充

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
生産年齢人口の減少によ り 市税の大幅な 伸びを 見込むこ と が困難な 一方で、 少子高齢化に
よ る 社会保障関連経費の増加が見込ま れる こ と から 、 財源確保を 進める 必要があ り ま す。

実施内容
企業誘致や地域産業の振興を 積極的に推進する こ と によ り 、 市税の増収を 図る と と も に、
ふる さ と 納税や有料広告収入など を はじ めと し た自主財源の確保に努めま す。

　 令和６ 年度は、 ふる さ と 納税110, 495千円、 企業版ふる さ と 納税34, 800千円、 広報
紙・ 市公式ホ ーム ページ 有料広告収入5, 116千円、 ネーミ ン グ ラ イ ツ 命名権料2, 642千
円、 合計153, 053千円の自主財源収入があ り ま し た。
　 主に本市にゆかり のあ る 企業を 直接訪問し 地方創生に関する 取組に賛同いた だける
よ う 働き かけを 行っ たこ と によ る 企業版ふる さ と 納税額の増、 新たにネーミ ン グラ イ
ツ を 導入し たこ と によ る 命名権料収入によ り 、 実績値が増加し ま し た。

　 自主財源収入額から 必要経費を 差し 引いた98, 789千円が財政効果と なっ ていま す。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 今後も ふる さ と 納税における 協力事業者やお礼品の増加、 企業版ふる さ と 納税にお
ける 企業周知やマッ チン グ を 代行する 民間事業者を 活用し た新たな企業への積極的な
Ｐ Ｒ 、 ネーミ ン グ ラ イ ツ 導入施設の新規検討等によ り 、 自主財源収入の増加を 図り ま
す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

取組項目№ 2 担当課 市民税課・ 資産税課・ 収納管理課

推進項目 積極的な歳入増加

取組 市税収納率の向上

目標 市税現年度収納率 現状値
( 令和3年度)

98. 9％

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 99. 0％ 99. 0％ 99. 1％ 99. 1％ 99. 2％

実績値 99. 1％ 99. 1％

達成率 100. 1% 100. 1%

財政効果額( 千円) 64, 566 67, 982

時間削減効果( 時間)

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
市税は自主財源の根幹を なす大き な収入源であ り 、 確実な 収納を 基本と する 必要があ り ま
す。 ま た、 現年度に課税さ れた市税は現年度中に納税し て いただき 、 翌年度に滞納を 繰り
越さ な いこ と が必要です。

実施内容
個人市民税、 法人市民税、 固定資産税・ 都市計画税及び軽自動車税における 収納率の向上
に努めま す。

  令和６ 年度の個人市民税、 法人市民税、 固定資産税・ 都市計画税及び軽自動車税
の税収は、 調定額（ 見込額） 29, 408, 834, 459円に対し て 、 収入額29, 156, 260, 434円
と な り 、 収納率は99. 14％と 目標を 達成する こ と ができ ま し た。

　 令和６ 年度が現状値( 令和３ 年度) と 同じ 収納率98. 9％だっ たと 仮定し た場合の収入
額（ 29, 408, 834, 459円×98. 91％＝29, 088, 278, 163円） と 実際の収入額
（ 29, 156, 260, 434円） を 比較する と 、 差し 引き 67, 982, 271円の財政効果を 得る こ と が
でき ま し た。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

【 課題】
（ 1） 現年度優先の納税指導を 徹底し 、 新規滞納の防止。
（ 2） 滞納者の実態に即し た滞納処分の見極め。

【 今後の取組方針】
（ 1） 早期の催告、 財産調査及び滞納処分
（ 2） 徴税吏員と し て の職員育成

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 3 担当課 行政デジ タ ル改革課・ 財政課

推進項目 徹底し た歳出削減

取組 適切かつ効果的な 補助金の支出

目標 補助金ガイ ド ラ イ ン に基づく 見直し 項目数 現状値
( 令和3年度)

ー

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 4件 8件 12件 16件 20件

実績値 4件 8件

達成率 100. 0% 100. 0%

財政効果額( 千円) 8, 762 10, 281 

時間削減効果( 時間)

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
適切な 補助金は市政の推進に効果的なも のですが、 長期化・ 固定化する こ と がな いよ う 、
本来の目的や支出の必要性、 効果について、 適宜見直し を 行う 必要があ り ま す。

実施内容
市の補助金ガイ ド ラ イ ン に基づき 毎年度検証を 行う こ と で、 補助金支出の効果等を 明確に
し 、 透明性の向上を 図り ま す。

　 令和６ 年度は、 見直し が必要と さ れる 46の補助金に対し 、 補助金ガイ ド ラ イ ン に基
づき 見直し を 行っ たと こ ろ 新たに４ 項目の見直し が行われ、 78項目中８ 項目が改善さ
れ目標値を 達成する こ と ができ ま し た。
　 新たに見直し が行われた４ 項目の見直し 内容について は、 補助金交付要綱に終期を
明示し た補助金が３ 項目、 補助対象経費に占める 補助金の割合を ２ 分の１ 以内と し た
補助金が１ 取組と なっ て いま す。

　 令和６ 年度は４ つの補助金について 見直し が行われた結果、 現状値決算額と 比較し
て約1, 519千円の財政効果を 得る こ と ができ 、 累計では約10, 281千円の財政効果を 得る
こ と ができ ま し た。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 令和４ 年12月に策定し た春日部市補助金ガイ ド ラ イ ン に基づき 、 補助金事業の継続
的な 見直し や改善を 行う と と も に、 市民に対し 支出の効果を わかり やすく 示し ていき
たいと 考え ていま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 4 担当課 管財課

推進項目 徹底し た歳出削減

取組 公用車の効率的な 運用

目標 公用車の保有台数 現状値
( 令和3年度)

193台

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 191台 189台 187台 185台 182台

実績値 187台 189台

達成率 102. 1% 100. 0%

財政効果額( 千円) 39 0

時間削減効果( 時間)

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
公用車の経年劣化等によ り 安全な 運行への支障が懸念さ れており 、 早期な 入替え と と も に
効率的な運用と 保有台数の適正化が求めら れていま す。

実施内容
計画的な入替えを 行いな がら 、 予約・ 運用に係る 体制を 再構築し 、 公用車の稼働率を 高
め、 保有台数の削減を 図り ま す。

　 公用車の車歴や経年劣化状況を 把握し 、 次世代自動車への入替えを 検討し な がら 保
有台数の削減を 進めていま すが、 次世代自動車の納車が年度末近く になっ てし ま っ た
こ と によ り 公用車４ 台の売払いが出来なかっ たため、 保有台数が２ 台増加と な っ て し
ま いま し た。

　 保有台数は増加と なり ま し たが、 令和７ 年度早期に公用車４ 台を 売払い、 維持管理
費の削減を 図り ま す。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 ゼロ カ ーボン シ ティ を 実現する ために、 今後も 継続し て 環境への負荷が少な い次世
代自動車の導入を 進めて いき ま す。
　 ま た、 公用車の運用の効率化を 図る ために、 業務に支障が生じ ない範囲で、 カー
シェ ア リ ン グ を 導入し 、 段階的に公用車の削減を 進めて いき ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 5 担当課 環境政策課

推進項目 徹底し た歳出削減

取組 エネルギー使用量の抑制

目標 市事務事業における 電力使用量の削減 現状値
( 令和3年度)

30, 239千kWh

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 29, 937千kWh 29, 634千kWh 29, 332千kWh 29, 029千kWh 28, 727千kWh

実績値 31, 587千kWh 30, 544千kWh

達成率 94. 5% 96. 9%

財政効果額( 千円) 0 0 

時間削減効果( 時間)

今後の方向性 拡充

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
地球温暖化対策及び経費節減を 図る 上では、 高効率設備への更新や職員啓発を 実施する こ
と によ っ て 、 エネルギー使用量を 削減する こ と が必要です。

実施内容
高効率設備への更新や職員への啓発活動を 実施する こ と で、 市事務事業における エネル
ギ ー使用量を 抑制し 、 地球温暖化対策と 経費節減を 図り ま す。

　 令和５ 年度から 1, 043千kWhの削減と なり ま し たが、 猛暑によ る 空調利用の影響によ
り 目標値を 達成する こ と はでき ま せんでし た。
　 な お、 令和６ 年度実績値は速報値と なり ま すので、 今後修正さ れる 可能性がご ざ い
ま す。

　 令和６ 年度は、 基準年度（ 令和３ 年度） から 電力使用量が305千kwh増と なっ たこ と
によ り 、 電気料金も 7, 799千円の増と なり 財政効果はあ り ま せんでし たが、 令和５ 年度
から は26, 670千円の削減と な っ て いま す。
※電気料金は、 令和７ 年３ 月の電力量料金を 用いて 比較し ていま す。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 令和６ 年度から 公共施設への太陽光発電設備の導入を 進め、 ま た、 電力契約におけ
る 再生可能エネルギー電力の割合を 段階的に増やし ていく と と も に、 職員への啓発活
動等に引き 続き 取り 組み、 ゼロ カ ーボン シ ティ の実現を 目指し て いき ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【実績・成果】

取組項目№ 6 担当課 公共施設事業調整課

推進項目 徹底した歳出削減

取組 公共施設マネジメントの推進

目標 建物の延床面積 現状値
(令和3年度)

487,272.43㎡

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度
現状値より1.0%減 現状値より2.0%減 現状値より3.0%減 現状値より4.0%減 現状値より5%減

482,399.71 477,526.98 472,654.26 467,781.53 462,908.81
現状値より0.1%減 現状値より3.5％増

486,975.72 504,227.09

達成率 6.1% 0.0%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

今後の方向性 現状維持

【拡充】：取組増の上で継続

【現状維持】：計画通り継続

【見直し】：改善の上で継続

現状と課題

持続可能な次世代のためのまちづくりの重要性が高まる中、本市の公共施設については老
朽化が進行しており、集中的に更新時期を迎えるため、将来世代に負担を残さないよう、
人口減少に伴う施設総量の適正化、予防保全の取組と安全性の確保、長期的費用の縮減と
平準化など、効率的・効果的な施設維持管理や整備・再編を進める必要があります。

実施内容

持続可能な次世代のためのまちづくりに向け、「春日部市公共施設マネジメント基本計
画」を踏まえ、施設総量の適正化、予防保全の取組と安全性の確保、長期的費用の縮減と
平準化、廃止施設の有効活用などの方針のもと、公共施設マネジメントに係る取組を着実
に推進します。

目標値

実績値

令和７年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　全体施設総量が公共施設マネジメント基本計画の目標値を上回っており、計画通り
に公共施設を適正に管理する必要があります。
　今後も引き続き「公共施設マネジメント基本計画」に基づき、施設所管部署と連携
を図りながら、より強力かつ組織を横断的に公共施設マネジメントの推進に取り組ん
でまいります。
　あわせて、春日部市資産活用方針に基づき、公共施設の跡地や市所有の未利用地な
どについて、売却を原則とした効果的かつ効率的な活用方法を検討してまいります。

令和６年度の取
組状況（実績・
成果・財政効果
額・時間削減効

果等）

　本庁舎整備事業における新庁舎が令和５年９月に竣工し、令和６年１月４日に開庁
しました。これに伴い旧庁舎と建物が並存することから、「建物の延床面積」が一時
的に増加しております。
　延床面積が16,954.66㎡の増となり、目標値である2.0%（9,745.45㎡）減を達成する
ことはできませんでしたが、今後、春日部駅西口自転車駐車場（1,984.90㎡）、市役
所第３別館（1,009.31㎡）、旧庁舎（12,848.80㎡）の解体、第３保育所（857.52㎡）
の売払いにより、「建物の延床面積」が16,700.53㎡縮減される予定です。
　あわせて、公共施設マネジメントの取組により新たに生み出された公共施設跡地に
ついて、売却を原則とした効果的かつ効率的な活用を図るため、令和６年８月に春日
部市資産活用方針を策定し、市有財産の活用を図っているところです。
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◆第４次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【実績・成果】

【取組による効果（財政効果額、時間削減効果）】

【現状維持】：計画通り継続

【見直し】：改善の上で継続

取組項目№ 7 担当課 総務課

推進項目 徹底した歳出削減

取組 行政文書のペーパーレス化の促進

目標 電子決裁実施率 現状値
(令和3年度)

43.8%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 47.0% 49.0% 65.0% 70.0% 75.0%

実績値 53.5% 59.4%

達成率 113.8% 121.2%

財政効果額(千円) 204 223 

時間削減効果(時間)

令和6年度時点で令和9年度目標値を達成したため、令和7年度の中間見直しにおいて数値目標を上方修正しました。

今後の方向性 現状維持

【拡充】：取組増の上で継続

現状と課題
膨大な行政文書の管理や手続きについては、事務処理の迅速化や情報の共有化など、更なる
業務の効率化と用紙類の使用削減を図る必要があります。

実施内容
電子決裁やペーパーレス会議など文書処理の電子化と紙文書削減の取組を一層進めることに
より、更なる業務効率化と用紙・印刷コストの削減を図ります。

　さらなる電子決裁実施率の向上を図るため、令和６年４月に電子決裁運用指針の改定
を行い、電子決裁の対象となる文書の範囲を拡充しました。また、用紙コストや印刷コ
ストの削減、事務処理の効率化、電子決裁及びペーパーレス化を進めるため、毎月電子
決裁の実施状況をグループウェアの掲示板に掲載して職員への周知を図り、令和６年度
は実績値が59.4％と目標値を達成しているものです。

　令和６年度は、文書管理システムに登録された254,853件中、151,388件が電子決裁で
回付され、供覧用紙・起案用紙及び付随する資料（少なくとも１枚）の削減が図られた
として、約223千円の財政効果があったと考えられます。
（参考：印刷費削減額(複合機、高速デジタル、リソグラフ)令和5年度(23,231,347円)-
令和6年度(21,000,416円)=▲2,239.931円）

令和７年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　掲示板による意識啓発や研修を通じて、電子決裁の推進や印刷コストの削減に取り組
むよう周知を行います。
　また、電子決裁対象文書の拡充やペーパーレス化の手段等について、今後も検討して
まいります。

令和６年度の取
組状況（実績・
成果・財政効果
額・時間削減効

果等）
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◆第４次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【実績・成果】

取組項目№ 8 担当課 行政デジタル改革課・情報システム課

推進項目 市民目線でのサービス向上

取組 行政手続のオンライン化の促進

目標 電子申請サービスの利用件数 現状値
(令和６年度)

24,604件

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 ー ー 25,000件 25,500件 26,000件

実績値 ー ー

達成率 ー ー

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間)

令和6年度時点で令和9年度目標値を達成したこと及び市民の利便性向上の観点から、令和7年度の中間見直しにおい
て目標と数値目標を修正しました。

今後の方向性

【拡充】：取組増の上で継続

【現状維持】：計画通り継続

【見直し】：改善の上で継続

現状と課題
情報通信技術の発達と様々な情報通信機器・サービスの急速な普及により、多種多様な行
政手続きにおける便利で利用者負担の少ないサービスの提供が求められています。

実施内容
水道使用開始届や一般家庭粗大ごみの収集の申込など、電子申請システムの利活用を進め
ることで、行政手続等における市民の利便性の向上を図ります。

令和７年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

令和６年度の取
組状況（実績・
成果・財政効果
額・時間削減効

果等）

（単位：件）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 9 担当課 行政デジ タ ル改革課

推進項目 市民目線でのサービ ス 向上

取組 マイ ナン バーカ ード の活用

目標 コ ン ビ ニ交付率 現状値
( 令和3年度)

13. 9%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 23. 0% 28. 0% 33. 0% 40. 0% 50. 0%

実績値 40. 8% 45. 6%

達成率 177. 4% 162. 9%

財政効果額( 千円)

時間削減効果( 時間) 1, 694 2, 107 

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
マイ ナン バーカ ード の普及促進を 図り 、 市民が必要と する 手続き について マイ ナン バー
カ ード を 活用する こ と で、 市民サービ ス の向上と 業務の効率化を 図る 必要があ り ま す。

実施内容
証明書のコ ン ビ ニ交付な ど 、 マイ ナン バーカ ード を 活用し た手続き を 促進し 、 市民サービ
ス の向上と 業務の効率化を 図り ま す。

　 令和６ 年度は全体226, 382枚の証明書等交付のう ち 、 市民課取扱いの証明書等が
91, 614枚、 市民税課取扱いの証明書等が11, 601枚、 合計103, 215枚がマイ ナン バーカー
ド によ る コ ン ビ ニ交付を 利用さ れ、 コ ン ビ ニ交付率は45. 6％と な り ま し た。
　 マイ ナン バーカ ード 交付率の上昇や、 コ ン ビ ニ交付手数料を 10円に引き 下げたこ と
など から 、 目標値を 上回っ て いま す。

　 コ ン ビ ニ交付率の上昇に伴い窓口の混雑緩和が図ら れ、 市役所窓口での証明書等
の発行枚数については、 令和３ 年度は186, 381枚、 令和６ 年度は123, 167枚であ り 、 差
し 引き で63, 214枚減少し ていま す。 職員が窓口で証明書等の発行に要する 時間を １ 枚
２ 分と し た場合、 63, 214枚×２ 分＝約2, 107時間分の時間削減効果があ り ま し た。
　 こ の短縮さ れた時間は、 令和６ 年３ 月１ 日から 開始さ れた戸籍証明書等の広域交付
の窓口業務など 、 業務量が増加し た他の業務に割り 振る こ と ができ ま し た。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 市民のマイ ナン バーカ ード 交付率の上昇など に伴い、 コ ン ビ ニ交付率も 上昇傾向に
あり ま す。
　 今後も コ ン ビ ニ交付の利便性についての周知を 図る こ と で証明書等のコ ン ビ ニ交付
を 推進し 、 市民サービ ス の向上と 業務の効率化を 図り ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

取組項目№ 10 担当課 収納管理課

推進項目 市民目線でのサービ ス 向上

取組 市税等の多様な 納付方法の推進

目標 キ ャ ッ シ ュ レ ス 納付割合 現状値
( 令和3年度)

26. 7%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 27. 9% 28. 6% 33. 1% 34. 7% 36. 3%

実績値 29. 7% 31. 5%

達成率 106. 3% 110. 1%

財政効果額( 千円)

時間削減効果( 時間) 442 564

令和6年度時点で令和9年度目標値を 達成し たため、 令和7年度の中間見直し において数値目標を 上方修正し ま し た。

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

現状と 課題
支払い方法の多様化に伴い、 よ り 多く の市民が利用し やすい納付環境を 提供する こ と に
よ り 、 市民の利便性向上を 図る 必要があ り ま す。

実施内容
キ ャ ッ シ ュ レ ス 納付が可能な ス マホ 決済やク レ ジッ ト カ ード 等の納付環境を 整備する と
と も に、 適切な Ｐ Ｒ を 行い、 キ ャ ッ シ ュ レ ス 納付の促進を 図り ま す。

　 令和６ 年度は、 納税通知書の封筒にキ ャ ッ シュ レ ス 納付のPRチラ シ を 同封し たり 、
デジ タ ルサイ ネージ等を 利用し 口座振替のPRし たり する な ど 、 キ ャ ッ シュ レ ス 納付の
広報活動を 行いま し た 。
　 ま た、 市県民税・ 国民健康保険税の口座振替推進キ ャ ン ペーン を 実施する な ど し 、
キ ャ ッ シ ュ レ ス 納付の促進を 図り ま し た。

　 時間削減効果は、 キ ャ ッ シ ュ レ ス 納付割合の増加によ る 窓口対応の減少時間を 算出
し て おり 、 令和６ 年度窓口件数の減少数33, 861件（ 窓口件数： R5は480, 419件、 R6は
446, 558件） に窓口対応時間（ 1件1分） を 掛けて 、 564時間と な り ま し た。
※33, 861件×1分＝33, 861分≒564時間
※窓口対応時間は実態に即し た見直し を 行い、 1件3分から 1件1分に変更し ま し た。

令和７ 年度以降
に向け た課題及
び今後の取組方

針

　 令和７ 年度以降については、 既に複数のキ ャ ッ シ ュ レ ス 納付ができ る 収納チャ ネル
が整備さ れている こ と から 、 新たにキ ャ ッ シ ュ レ ス 納付の収納チャ ネルを 拡充する 予
定はあ り ま せんが、 引き 続き 、 キャ ッ シ ュ レ ス 納付の促進を 図る ため、 税３ 課によ る
口座振替推進プロ ジェ ク ト チーム を 発足さ せる な ど 、 口座振替を 中心と し たキ ャ ッ
シ ュ レ ス 納付の促進活動を すすめて ま いり ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効
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◆第４次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【実績・成果】

【取組による効果（財政効果額、時間削減効果）】

取組項目№ 11 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 事務改善の活性化

目標 生成ＡＩの利用率 現状値
(令和６年度)

ー

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 ー ー 10.0％ 20.0％ 30.0％

実績値 ー ー

達成率 ー ー

財政効果額(千円) ー ー

時間削減効果(時間) ー ー

事務改善においてもデジタル技術を活用したより効果的な目標とするため、令和7年度の中間見直しにおいて新たな
目標及び数値目標を設定しました。

今後の方向性

【拡充】：取組増の上で継続

【現状維持】：計画通り継続

【見直し】：改善の上で継続

現状と課題
行政需要が増加する中、最少の経費で最大の効果を上げるため、職員の日常業務における
計画的・意識的な改善活動を推進する必要があります。

実施内容
事務の効率化や経費の削減に資する事務改善活動を全庁的に進めることにより、市民サー
ビスの更なる向上を図ります。

令和７年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

令和６年度の取
組状況（実績・
成果・財政効果
額・時間削減効

果等）

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 生
成
Ａ
Ｉ

に
よ
る
業
務
効
率
化
及

び
事
務
改
善
職
員
割
合

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

（単位：件）

19

19



◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 12 担当課 行政デジ タ ル改革課

推進項目 ス マート な 業務の推進

取組 内部会議の見直し

目標 ペーパーレ ス 会議実施率 現状値
( 令和3年度)

44. 2%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 54. 0% 59. 0% 64. 0% 69. 0% 74. 0%

実績値 55. 0% 65. 7%

達成率 101. 9% 111. 4%

財政効果額( 千円) 100 128 

時間削減効果( 時間) 47 60 

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
行政需要が増加する 中、 限ら れた資源を 無駄にする こ と な く 有効に活用し て業務を 進める
ため、 会議開催の効率化を 図る 必要があ り ま す。

実施内容
内部会議について 、 ペーパーレ ス 化によ り 効率的な 会議運営を 行い、 会議に係る 時間や経
費の削減を 図り ま す。

　 令和６ 年度は、 規程又は要綱で定めら れている 116の内部会議において 、 181回の会
議が開催さ れ、 こ のう ち 119回の会議で電子データ での資料提供によ る ペーパーレ ス 会
議が開催さ れま し た。

　 紙資料の印刷が不要と なる こ と で平均20人（ １ 会議あ たり ） ×40ページ ×印刷費用
1. 34円/枚×119回≒128千円の財政効果があ り ま し た。
　 ま た、 資料作成のための作業時間と し て 0. 5時間（ １ 会議あ たり ） ×119回≒60時間
の時間削減効果があ り ま し た

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 庁内無線LAN環境が整備さ れており 、 ペーパーレ ス 会議が実施でき る 環境が整っ てい
る こ と から 、 ペーパーレ ス 会議の有用性、 利便性を 周知する こ と で、 積極的な ペー
パーレ ス 会議の導入を 推進し 、 さ ら な る 効率的な会議運営を 進めていき ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）
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◆第４次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【実績・成果】

【取組による効果（財政効果額、時間削減効果）】

取組項目№ 13 担当課 行政デジタル改革課

推進項目 スマートな業務の推進

取組 デジタル新技術の活用による業務効率化

目標 デジタル新技術を活用した取組の利用件数 現状値
(令和3年度)

63件

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 120件 140件 350件 400件 450件

実績値 218件 307件

達成率 181.7% 219.3%

財政効果額(千円)

時間削減効果(時間) 145 205

令和6年度時点で令和9年度目標値を達成したため、令和7年度の中間見直しにおいて数値目標を上方修正しました。

今後の方向性 現状維持

【拡充】：取組増の上で継続

【現状維持】：計画通り継続

【見直し】：改善の上で継続

現状と課題
人口減少が進む2040年頃には現在よりも更に少ない職員数での行政運営が必要となる可能
性があり、限られた経営資源の中で、持続可能な行政サービスを提供し続けていくことが
求められています。

実施内容
デジタル新技術を活用することで住民の利便性を向上させるとともに、定型的な業務の負
荷軽減、効率化を図ることで、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げてまいりま
す。

　令和６年度は、音声議事録作成システムの利用件数が307件あり、職員の議事録作成に
かかる業務量の削減に寄与しています。

　職員が従来どおりに議事録を作成するのにかかる時間を１件あたり１時間、音声議事
録作成システムを活用して議事録を作成するのにかかる時間を１件あたり20分とした場
合、(60-20)×307件＝12,280分≒約205時間の時間削減効果が得られました。

令和７年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　令和６年度は、音声議事録作成システムの活用が307件と目標値を大きく上回りまし
た。今後も全庁的な活用の推進を図るとともに、音声議事録作成システム以外のデジ
タル新技術の導入を検討し、定型的な業務の負荷軽減、効率化を図ってまいります。

令和６年度の取
組状況（実績・
成果・財政効果
額・時間削減効

果等）
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

【 取組によ る 効果（ 財政効果額、 時間削減効果） 】

取組項目№ 14 担当課 行政デジ タ ル改革課

推進項目 職員及び組織の最適化

取組 民間活力の導入によ る 効果的な施設管理の実施

目標 指定管理者制度導入施設割合 現状値
( 令和3年度)

41. 1%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 41. 6% 41. 6% 41. 6% 42. 0% 42. 3%

実績値 41. 6% 41. 3%

達成率 100. 0% 99. 3%

財政効果額( 千円) 0 0

時間削減効果( 時間)

今後の方向性 現状維持

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
公共施設の効果的な 施設管理に向けて、 民間事業者等のノ ウ ハウ を 活かし た施設管理手法
の導入など によ り 、 市民サービ ス の向上と 管理コ ス ト の軽減が求めら れて いま す。

実施内容
指定管理者制度の導入な ど 、 民間活力の積極的な導入を 進め、 一層の市民サービ ス の質の
向上と 管理コ ス ト の軽減を 図り ま す。

　 令和６ 年度は新たに指定管理者制度を 導入し た施設はあ り ま せんでし た。 大凧文化
交流セン タ ーが令和６ 年度に新たに開館し 、 全体の施設数が１ 増と な っ たこ と から 導
入施設割合が減少し たも のです。
　 ま た、 指定管理者制度の導入済み施設の利用者満足度について は、 全62施設平均で
95. 2％と 高い水準と なっ ていま す。

　 令和６ 年度から 新たに指定管理者制度を 導入し た 施設はなかっ たこ と から 、 財政効
果額と し て は0千円と な り ま す。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

　 指定管理者制度の導入にあ たっ ては、 事前の調整に時間を 要する こ と から 、 引き 続
き 関係課に対し て 検討を 促し 、 指定管理者制度の導入を 推進し て いき ま す。 ま た、 既
導入施設において は、 サービ ス の質を 保つため、 継続監視を 続けていき ま す。

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効
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◆第４ 次春日部市行政改革大綱進捗管理シート

◆実績値の推移

【 実績・ 成果】

取組項目№ 15 担当課 人事課

推進項目 職員及び組織の最適化

取組 ワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス の実現

目標
育児休業の取得が可能と なっ た男性職員のう ち 、 ２ 週間以上
取得する 者の割合

現状値
( 令和6年度)

47. 6%

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値 ー ー 55. 0% 62. 5% 70. 0%

実績値 ー ー

達成率 ー ー

財政効果額( 千円)

時間削減効果( 時間)

令和6年度時点で令和9年度目標値を 達成し たため、 令和7年度の中間見直し において新た な目標及び数値目標を 設定
し ま し た。

今後の方向性

【 拡充】 ： 取組増の上で継続

【 現状維持】 ： 計画通り 継続

【 見直し 】 ： 改善の上で継続

現状と 課題
ラ イ フ ス テ ージに応じ た 多様な生き 方の実現が求めら れて おり 、 働き 方の見直し に向けた
取組を よ り 一層推進する 必要があ り ま す。

実施内容
長時間労働の是正や休暇取得の促進な ど 、 仕事と 生活の調和が図れる 環境整備を 進めま
す。

令和７ 年度以降
に向けた課題及
び今後の取組方

針

令和６ 年度の取
組状況（ 実績・
成果・ 財政効果
額・ 時間削減効

果等）

50.0 

55.0 

60.0 

65.0 

70.0 

男
性
職
員
の
２
週
間
以
上
の

育
児
休
業
取
得
率

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

（単位：％）

23

23




